様式第１号（第６条関係）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人しまね産業振興財団　代表理事副理事長　様

	申請者
	住所
	

	
	名称
	

	
	代表者
	
	印

	

	担当者
	職名・氏名
	

	
	電話番号
	


令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付申請書及び誓約書
戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付要綱第６条の規定により、次のとおり添付書類を添えて助成金の交付を申請します。

また、当社は「戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金」の交付を受ける者として下記３に定める不適当な者のいずれにも該当しません。

この誓約が虚偽であり、又はこの契約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
１．助成を希望する期間
令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
２．添付書類
・全税目について未納・滞納がないことの納税証明書（県税）
・決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費、製造原価報告書）
・定款(写)

・その他　申請企業、連携先企業のパンフレット等　必要資料

３．「戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金」の交付を受ける者として不適当な者

(1)  法人等(個人、法人又は団体をいう。)が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)であるとき又は法人等の役員等(個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所(常時契約を締結する事務所をいう。)の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与しているものをいう。以下同じ。)が、暴力団員(同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)であるとき。

(2)  役員等が、事故、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。

(3)  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

(4 )  役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

事業提案書
１　申請企業概要

	企業名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年
	年　　
	資本金(円)
	円　

	県

内事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	事業内容
	

	
	従業員数
	　人　　
	年商(百万円)
	百万円　

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	担当者名
	
	役職名
	

	
	ｅ－ｍａｉｌ
	

	
	ＵＲＬ
	


２　派遣先、受入先企業、試験研究機関等の概要

	企業名等
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年
	年　　
	資本金(円)
	円　

	事業内容
	

	技術等の特徴
	


□派遣型　　□受入型　　□共同研究型　（いずれかにチェックしてください）
３　提案事業の内容
	提案事業名
	

	事業の内容

（新たな取引等）
	

	新たな取引開始後の目指す製品・技術の需要・市場の展望等
	

	（１）派遣する人材（資格等）と派遣先企業、試験研究機関の受け入れ体制、又は、（２）受入する技術指導者の経歴
	

	研修・研究事業の

スケジュール
	


４　補助対象経費






	経費区分
	補助事業対象経費(千円)
	経費積算内訳
	備考

	1 家賃（社員負担）
	
	
	

	2 企業負担経費
	
	
	

	
	家賃
	
	
	

	
	旅費
	
	
	

	
	教材費
	
	
	

	
	研究・研修材料費
	
	
	

	
	技術指導費
	
	
	

	
	賃金
	
	
	

	
	生活支度費※１
	
	
	

	
	代替従業員人件費※２
	
	
	

	
	（　　　　　　　）
	
	
	

	
	（　　　　　　　）
	
	
	

	
	小計②
	
	
	

	3 消費税及び地方消費税
	
	
	

	総計（①＋②＋③）
	
	
	


※１生活支度費は、引越料金、赴任旅費、寝具、調理器具など赴任生活する上で、必要不可欠な企業が購入する生活用品購入費を対象とする。TV等の娯楽用品は補助対象外とする。

※２従業員100名以下の企業のみ対象
■助成金要望額（　　　　　　　　　　）円（千円未満切捨て）

様式第２号（第７条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人しまね産業振興財団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事副理事長　　　　　　　　　　　印
令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付決定通知書
令和　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについては、戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり決定したので通知します。
記
１　事　業　名
２　交付決定額
３　助成期間　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
様式第３号（第９条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

公益財団法人しまね産業振興財団

代表理事副理事長　　　　　　　　　様

	住所
	

	名称
	

	代表者
	
	印


令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業状況報告書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知を受けた事業に関し、派遣等の後の事業化の状況等について下記のとおり報告します。

記

１．助成事業の区分

２．事業名

３．事業化の状況等　※決算書(直近の貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費、製造原価報告書)を添付すること。
【企業全体の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	申請時
（H　. 　）
	実績報告
	1年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	第　期
	第　期
	第　期
	第　期
	第　期
	第　期
	第　期

	売上高
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	
	


※助成対象製品等がある（分かる）場合には、以下にご記入ください。

【上記のうち助成対象製品・技術の状況】

	売上高
	
	
	
	
	
	
	


【対象製品の販売状況や産業財産権の取得状況】

	


様式第４号（第１０条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事副理事長　　　　　　　　　様
	住所
	

	名称
	

	代表者
	
	印


令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業精算払請求書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知を受けた助成金の精算払を下記のとおり請求します。
記
１．助成事業の区分

２．事　業　名
３． eq \o\ad(請求金額,　　　　　　　　　　) 　　　一金　　　　　　　　　　　　円也
　　　　請求金額算定表
	区　　分
	金　　　　額

	交付決定額   Ａ
	                           円

	受領済額 　  Ｂ
	                           円

	 今回請求額   Ｃ
	                           円

	 残額 Ａ－Ｂ－Ｃ
	                           円


（注）請求にあたっては、次の書類をあわせて提出すること。
経費執行計画書、債権者の見積書、納品書、請求書の写し、支払済の領収書等の写し、
業務従事日誌（人件費）、振込先金融機関の口座番号
様式第５号（第１１条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事副理事長　　　　　　　　　様
	住所
	

	名称
	

	代表者
	
	印


令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業変更（延長・中止）承認申請書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知を受けた助成事業について下記のとおり計画を変更したいので戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付要綱第１１条第１項の規定により承認を申請します。
記
１．事　業　名
２．変更（延長・中止）の理由
３．変更の内容（延長の期間・中止の時期）
様式第６号（第１１条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事副理事長　　　　　　　　　様
	住所
	

	名称
	

	代表者
	
	印


令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業変更届出書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知を受けた助成事業について下記のとおり変更事由が発生しましたので、戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付要綱第１１条第１項の規定により届出します。
記
１．事　業　名
２．届出の内容
様式第７号（第１１条関係）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人しまね産業振興財団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事副理事長　　　　　　　　　　　印
令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金変更決定通知書
令和　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについては、戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき承認（不承認）と決定したので通知します。
（承認の内容）又は（不承認の理由）
様式第８号（第１２条関係）
【提出期限　実施月の翌月１０日】
戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業報告書（月報）

（令和　　年　　月分）
	所在地
	

	事業所名
	

	担当者名
	


	１．研修・研究派遣者の職・氏名・年齢　※受入型の際は記入不要です。

	

	２．派遣先企業、試験研究機関、受入型の場合は派遣元企業の名称・及び研修研究部署

	

	３．派遣先企業、試験研究機関等の研修・研究指導者・技術指導者の職、氏名

	

	４．今月の研修・研究内容の概要

	


様式第９号（第１３条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事副理事長　　　　　　　　　様
	住所
	

	名称
	

	代表者
	
	印


令和　　年度戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業実績報告書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知を受けた助成事業の実績について戦略的ビジネスパートナー獲得支援助成金交付要綱第１３条の規定により下記のとおり報告します。
記
１．事　業　名
２．助成事業開始日　　　令和　　年　　月　　日

助成事業完了日　　　令和　　年　　月　　日
３．助成事業の成果　　　別紙のとおり
※決算書(貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費、製造原価報告書)を添付すること。
別紙
助　成　事　業　結　果　報　告　書
１．事業実績
	事　　業　　名
	〔申請内容を簡潔に表現するような適切な名称を記入すること〕


	

	申　　請　　者
	電話（　　　　　　　　　）
	資本金
出資金
	
	従業
員数
	　　　　　人
	

	
	現在の事業内容
	〔現在行っている主な事業及び生産品目、年間生産額等を

　記載すること〕※パンフレットの添付によって代替可
	

	 eq \o\ad(事業の実績,　　　　　　　　　　　　　　)
	※実施した事業の内容、派遣先・受入した際の経過、派遣・受入期間等について簡潔かつ明瞭に記載すること。

	

	 eq \o\ad(事業の成果,　　　　　　　　　　　　　　)
	※事業の成果、今後の新たな取組開始の見通しについて簡潔かつ明瞭に記載すること。


	

	 eq \o\ad(スケジュール,　　　　　　　　　　　　　　)
	開始　　　　年　月　日　　　完了        年　月　日
	


２．収支明細
ア　資金調達
	区　分
	金　　　額　（円）
	資 金 の 調 達 先
	

	 eq \o\ad(自己資金,　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	

	 借　　入　　金
	
	
	

	 助　　成　　金
	
	
	

	 そ　　の　　他
	
	
	

	　合　　  　計
	
	
	


イ　資金支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	助成事業に要する経費【A】
	うち消費税及び

地方消費税【B】
	 eq \o\ad(助成対象,　　　　　　　　　)経費

【A－B】
	※助成金

交付申請額
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※助成金交付申請額は千円未満切り捨て

＜資金支出内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別
	数量
	単位
	単価
	助成事業に要する経費【A】
	備考

（用途・理由等）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	合 計
	
	
	
	
	
	


※書ききれない場合は、別紙を添付してください。
